
報告第 8号

専決処分 の承認 を求 め ることについて

地方自治法第 179条 第 1項の規定によって、別紙のとおり専決処分したの

で、同条第 3項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

令和 4年 6月 7日 提出

長岡京市長 中小路 健 吾



専決第 6号

長岡京市税条例1等の一部改正について

長岡京市税条例 (昭和 25年長岡京市条例第 1号 )、 長岡京市税条例の一部を

改正する条例 (昭和 26年長岡京市条例第 10号)及び長岡京市税条例等の一

部を改正する条例 (令和 3年長岡京市条例第 17号)の一部を別紙のとおり改

正するものとする。

令和 4年 3月 31日 専決

長岡京市長 中小路 健 吾



長岡京市税条例等の一部を改正する条例

(長岡京市税条例の一部改正)

第 1条 長岡京市税条例 (昭和 25年長岡京市条例第 1号)の一部を次のように改正する。

改正後 改正前

(所得割の課税標準)

第30条  【略】
2 0 3  【Ⅳ各】

■ 艶:項:2_坦=定L.前:生:包1幽 」笙
`墜第34条 2旦隻理項に規定する確定申告

書に特定配当笠に係る班堡の明細に関す
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203 【略】
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`呈が生じた生の翌年の4月 1旦⊇属す登1生

堕 生鰹 豊墜 血 幽 幽

通知書が送達される時ま.でに提出された
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`L_!Lだ し、第 1丹 ,フ・イヽ _堪れずる申告書及び第 2号

l::IL:11:i_!:1:l:`【
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規 宇オ :商用 lンないことが適当であると市

長が認 めるときはヽこの限りでない。

ω_笙壁 Lの|_2」笙:上:國並 1墨 皇
告書

② 笙:旦_4_‐_■.笙_■■L壁 :主_壁」菫
申告書 (同璽の規定により前号に掲げ

る申告書が提出されたものとみなされ

∠,磁量主1二 整̈⊥』
=生
当」シ:壼 :菫i■[量」豊:豊二:」l壁

るュ⊇_
51 【略】

■ 並旦⊆≧麹 ヒ 」壁』壺聾塗菫茎範 里菫E監金
額に係る所得が生じた年の翌生の4月 1

日2.昼する年度分の特定昼 笠謹渡正昼

鐘 壁瞳 豊≦』ヒ國幽2壼L型::通」壁蟄L整重

量 璽鐘 豊型 豊星」」塾宣L上」Al豊堕量 量L

豊業 上2ユヒX11二2ヨ」L」塾生壼⊆亜l止二L



改正後 改正前

ついては、適用しない。

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除)

第 32条の 7 所得割の納税義務者が、第
30条第 4項に規定する確定宝告書に記
載 した特定配当等に係る所得の金額の計

算の基礎となつた特定配当等の額につい

て法第 2章第 1節第 5款の規定により配

当割額を課された場合又は同条第 6項に

規定する確定.申告書に記載 した特定株式

等譲渡所得金額に係る所得の金額の計算

の基礎となつた特定株式等譲渡所得金額

について同節第 6款の規定により株式等

譲渡所得割額を課された場合には、当該

配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に

5分の 3を乗 じて得た金額を、第 32条
及び前 3条の規定を適用 した場合の所得

割の額から控除する。

1壺壁盤菫笠菫画國量全盤笙笙Z重:壺2
里咀壁型ヨ主登奎■型2也盤國饉Ш二塁2
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適董堅塑塾宣塾螢望塑堕二墨 :茎2_
1壁2:≦主塑≧徴壼2理由笙互Z建」:ニ
奎型塑 上_菫」蟹塁生_■_墜=二当四i菫塗

亘螢羞口墜励:得全艶壺F:ZL産畳2螢[整2
いては、適用しない。ただし、第1号に

塑塾』墜」1螢彗:塑≧LttLと二塁」握
=f登
盛整豊

がいずれも提出された場合におけるこれ

らの申告書に記載された事項その他の事

1宣」と」艶塞■lI⊆L_二≦2重L⊆≧」壁菫笙直星̈L=埜
いことが適当であると市長が認めるとき

は、この限りでない。

ω 五』L坐2_2■1■2量
=二
墨 皇

告書

② 筑 34条 の 3笛 1巧 に想 帝十 ろ確 壼

申告書 (回項の規定により前号に掲げ

る申告書が提出されたものとみなされ

る塁全二壺 ける当菫菫定主宣査二塁

るュ⊇

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除)

第 32条の7 所得割の納税義務者が、第
30条第 4項に規定する特定配当豊申告
査に記載した特定配当等に係る所得の金

額の計算の基礎となつた特定配当等の額

について法第 2章第 1節第 5款の規定に

より配当割額を課された場合又は同条第

6項に規定する生定盪壺姜墨国蟻國邑奎笙

土生:菫に記載した特定株式等譲渡所得金

額に係る所得の金額の計算の基礎となつ

た特定株式等譲渡所得金額について同節

第 6款の規定により株式等譲渡所得割額

を課された場合には、当該配当割額又は

当該株式等譲渡所得割額に 5分の 3を乗
して得た金額を、第 32条及び前 3条の
規定を適用した場合の所得割の額から控

除する。



改正後

2 前項の規定により控除されるべき額で
同項の所得割の額から控除することがで

きなかつた金額があるときは、当該控除

することができなかつた金額は、令第48
条の9の 3から第48条の9の 6までに定
めるところにより、同項の納税義務者に

対しその控除することができなかつた金

額を還付し、又は当該納税義務者の同項

の確定申告

座_⊆≧翌奎望:≧212_但△望E型立塁童:若 しくは市

民税に充当し、若しくは当該納税義務者

の未納に係る徴収金に充当する。

3 【略】
(市民税の申告等)

第 34条の2 第 21条第 1項第 1号に掲
げる者は、3月 15日 までに、施行規則
第 5号の4様式 (別表)に よる申告書を
市長に提出しなければならない。ただし、

法第 317条の 6第 1項又は第 4項の規
定により給与支払報告書又は公的年金等

支払報告書を提出する義務がある者から

1月 1日 現在において給与又は公的年金

等の支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかつたも

の (公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかつた者で社会保険料控除額 (令

第 48条の 9の 7に規定するものを除
く。)、 小規模企業共済等掛金控除額、

生命保険料控除額、地震保険料控除額、

勤労学生控除額、配偶者特別控除額 (エ

の の

0 000

書に係る年の夫 日の属する年 の に

改正前

前項の規定により控除されるべき額で

同項の所得割の額から控除することがで

きなかつた金額があるときは、当該控除

することができなかつた金額は、令第48
条の 9の 3から第48条の 9の 6までに定
めるところにより、同項の納税義務者に

対しその控除することができなかつた金

額を還付 し、又は当該納税義務者の同項

の の

しくは市民税に充当し、若しくは当該納

税義務者の未納に係る徴収金に充当す

る。

3 【略】
(市民税の申告等)

第 34条の2 第 21条第 1項第 1号に掲
げる者は、3月 15日 までに、施行規則
第 5号の4様式 (別表)による申告書を
市長に提出しなければならない。ただし、

法第 317条の 6第 1項又は第 4項の規
定により給与支払報告書又は公的年金等

支払報告書を提出する義務がある者から

1月 1日 現在において給与又は公的年金

等の支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金等に

係る所得以外の所得を有しなかつたもの

(公的年金等に係る所得以外の所得を有

しなかつた者で社会保険料控除額 (令第

48条の 9の 7に規定するものを除く。)、
小規模企業共済等掛金控除額、生命保険

料控除額、地震保険料控除額、勤労学生

控除額、配偶者特別控除額 (班径塾塗笙
2条第 1 33号の 4に規 る源泉

控塗量皇配但童に係るものを除く。)若
しくは法第 314条の 2第 4項に規定す
る扶養控除額の控除又はこれらと併せて

雑損控除額若 しくは医療費控除額の控

除、法第 313条第 8項に規定する純損
失の金額の控除、同条第 9項に規定する

純損失若しくは雑損失の金額の控除若し

2

る^) 314条 の 2第 1項第 10号
の 2 る自己と生計を一にする配偶

者 (前年の合計所得金額が 95 0, 000
で

配遇塵
=塑
型塁璽墨主二のに係るものを除

く。)若 しくは法第314条の2第 4項

で の



改正後 改正前

に規定する扶養控除額の控除又はこれら

と併せて雑損控除額若 しくは医療費控除

額の控除、法第 313条 第 8項に規定す
る純損失の金額の控除、同条第 9項に規

定する純損失若 しくは雑損失の金額の控

除若 しくは第 32条の 5の規定により控
除すべき金額 (以下この条において 「寄

附金税額控除額」とい う。)の控除を受

けようとするものを除く。以下この条に

おいて 「給与所得等以外の所得を有しな

かつた者」という。)及び第 22条第 2
項に規定する者 (施行規則第 2条の 2第

1項の表の上欄の(2)に掲げる者を除く。)

についてはこの限りではない。

2 前項の規定により申告書を市長に提出
すべき者のうち、前年の合計所得金額が

基礎控除額、配偶者控除額及び扶養控除

額の合計額以下である者 (施行規則第 2

条の 2第 1項の表の上欄に掲げる者を除

く。)が提出すべき申告書の様式は、施

行規則笙2盗五ュ垂堕望主Lttiの規定によ
り、市長の定める様式による。

3～ 9 【略】
(個人の市民税に係る給与所得者の扶養

親該選盪壁望豊)

第 34条の 3の 2 所得税法第 194条第
1項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者 (以下この

条において「給与所得者」という。)で
市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する

給与等の支払者 (以下この条において「給

与支払者」という。)から毎年最初に給
与の支払を受ける日の前日までに、施行

規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、
｀
当該給与支払

者を経由して、市長に提出しなければな

らない。

(1)【略】
・

くは第 32条の 5の規定により控除すべ

き金額 (以下この条において 「寄附金税

額控除額」という。)の控除を受けよう
とするものを除く。以下この条において

「給与所得等以外の所得を有しなかつた

者」という。)及び第 22条第 2項に規
定する者 (施行規則第 2条の 2第 1項の

表の上欄の(2)に掲げる者を除く。)につ
いてはこの限りではない。

2 前項の規定により申告書を市長に提出
すべき者のうち、前年の合計所得金額が

基礎控除額、配偶者控除額及び扶養控除

額の合計額以下である者 (施行規則第 2

条の 2第 1項の表の上欄に掲げる者を除

く。)が提出すべき申告書の様式は、施

行規則笙 壁笙笙∠聾墾望笙L査の規定によ

り、市長の定める様式による。

3～ 9 【略】
(個人の市民税に係る給与所得者の蛙

親族二宣豊)

第 34条の 3の 2 所得税法第 194条第
1項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者 (以下この

条において「給与所得者」という。)で
市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する

給与等の支払者 (以下この条において「給

与支払者」という。)から毎年最初に給
与の支払を受ける日の前日までに、施行

規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該給与支払

者を経由して、市長に提出しなければな

らない。

(1)【略】



崎

改正後 改正前

脚 :得:割.2_動.義」整:童_三全:誰1重
`星

全

`重00円 以下である
ものに限る。)の 自己と生計を一にす
る配偶者 (法第 313条 第 3項に規定

する青色事業専従者に該当するもので

1コ:菫笙:」:堕:雪Ii■全

`食

皇:2重:塑壺塁:≧!上登上

`2=丞

L型:振:髪:髪豊生I夏」笙坦憂:コ[ヱ【墾塾当蔓
`従

:

童:L該当三二」ζ
=」

塁
`2:を

_塗豊二塁重量國霊金

額が1, 330, 000円 以下である
幸、の に限 る^次条争 1項において同 じn)

の氏名

Q・ 四 【略 号の繰下げ】
2～ 5 【略】
(個人の市民税に係る公的年金等受給者

の扶養親族等申告書)

第 34条の 3の 3 所得税法 203条 の 6
第 1項の規定により同項に規定する申告

書を提出しなければならない者又は法の

施行地において同項に規定する公的年金

等 (所得税法第 203条 の 7の規定の適用
を受けるものを除く。以下この項において

「公的年金等」という。)の支払を受ける

者であつて、特定配偶者 (所得割.の納税義

が 10.ooo.

務者 (合計 9。  000. 000
円以 下 で あ る 1、 の に限 ろ ^ヽ の 自己 ル 4=

量̈≧ニヒ菫型回置≧璽墾墜当豊三生
5_0金の2_1こ規定主登退堕垂当笠に_限
る^以 下 この項 にお いて同 じa)に 係 る

董醜≧主主」う童二とと2三⊆ュ全量土亘董企盗亘
以下であるものに

限 る^)を うヽ^角諄2号において同 じ^)

が 950, 000
し

又二扶養親族 (控除対象扶養親族:重塑2
Kユ壁墜王型釜豊L壼整菫五狙昼」巨L塗上王置を

除く。)を有する者 (以下この条におい
て「公的年金等受給者」という。)で市
内に住所を有するものは、当該申告書の

提出の際に経由すべき所得税法第 203
条の 6第 1項に規定する公的年金等の支

払者 (以下この条において「公的年金等

【加える】

000 【略】
2～ 5 【略】
(個人の市民税に係る公的年金等受給者

の扶養親族壺告書)

第 34条の 3の 3 所得税法 203条 の 6
第 1項の規定により同項に規定する申告

書を提出しなければならない者又は法の

施行地において同項に規定する公的年金

等 (所得税法第 203条 の 7の規定の適
用を受けるものを除く。以下この項にお

いて 「公的年金等」という。)の支払を

受ける者であつて、扶養親族 (控除対象

扶養親族を除く。)を有する者 (以下こ
の条において「公的年金等受給者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当
該申告書の提出の際に経由すべき所得税

法第 203条 の 6第 1項に規定する公的
年金等の支払者 (以下この条において「公

的年金等支払者」という。)から毎年最
初に公的年金等の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載 した申告書を、当

該公的年金等支払者を経由して、市長に

提出しなければならない。



改正後 改正前

支払者」という。)か ら毎年最初に公的
年金等の支払を受ける日の前日までに、

施行規則で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して、市長に提出し

なければならない。

(1)【略】

② 生定醒壁 2墜
0・ ④ 【略 号の繰下げ】
2～ 5 【略】
(法人の市民税の申告納付)

第45条  【略】
2～ 8 【略】
9 法第 321条の 8笙_62項に規定する
特定法人である内国法人は、第 1項の規

定により、納税申告書により行うことと

されている法人の市民税の申告については、

同項の規定にかかわらず、同条笙■2菫及
び施行規則で定めるところにより、納税

申告書に記載すべきものとされている事

項 (次項及び第 11項において「申告書
記載事項」という。)を、法第 762条
第 1号に規定する地方税関係手続用電子

情報処理組織を使用し、かつ、地方税共

同機構 (第 11項において「機構」とい
う。)を経由して行う方法により市長に

提供することにより、行わなければなら

ない。

10～ 14 【略】
15 第 12項前段の規定の適用を受けて
いる内国法人につき、法第 121条の8
第 71項の処分又は前項の届出書の提出
があつたときは、これらの処分又は届出

書の提出があつた日の翌日以後の第 12
項前段の期間内に行う第 9項の申告につ

いては、第 12項前段の規定は適用しな
い。ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項前段の承認を受けたときは、

(1)【略】

【加える】

②・③ 【略】
2～ 5 【略】
(法人の市民税の申告納付)

第45条  【略】
2～ 8 【略】
9 法第 321条の 8第 60項に規定する
特定法人である内国法人は、第 1項の規

定により、納税申告書により行うことと

されている法人の市民税の申告については、

同項の規定にかかわらず、同条笙ュュヨ及

び施行規則で定めるところにより、納税

申告書に記載すべきものとされている事

項 (次項及び第 11項において「申告書
記載事項」という。)を、法第 762条
第 1号に規定する地方税関係手続用電子

情報処理組織を使用し、かつ、地方税共

同機構 (第 11項において「機構」とい

う。)を経由して行う方法により市長に

提供することにより、行わなければなら

ない。

10～ 14 【略】
15 第 12項前段の規定の適用を受けて
いる内国法人につき、法第 321条の8
第 69項の処分又は前項の届出書の提出
があつたときは、これらの処分又は届出

書の提出があつた日の翌日以後の第 12
項前段の期間内に行う第 9項の申告につ

いては、第 12項前段の規定は適用しな
い。ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項前段の承認を受けたときは、



改正後 改正前

この限りでない。

16 【略】
この限りでない。

16 【略】
(長岡京市税条例の一部を改正する条例の一部改正 )

第 2条 長岡京市税条例の一部を改正する条例 (昭和 26年長岡京市条例第 10号)の一

部を次のように改正する。

改正後 改正前

附 則

第 7条の 3の 2 平成 22年度から令和 20
年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年分の所得

税につき租税特別措置法第 41条又は第
41条の 2の 2の規定の適用を受けた場
合 (居住年が平成 11年から平成 18年
まで又は平成 21年から令麹 7生までの
各年である場合に限る。)において、前
条第 1項の規定の適用を受けないときは、

法附則第 5条の 4の 2第 5項 (同条第 7

項の規定により読み替えて適用される場

合を含む。)に規定するところにより控
除すべき額を、当該納税義務者の第 32
条及び第 32条の 4の規定を適用した場
合の所得割の額から控除する。

2 【略】
(法附則第 15条第 2項第 1号等の条例
で定める割合)

第 10条の2 【略】
2 法附則第 15条第 2項第 5号に規定す
る条例で定める割合は 5分の4と する。

3法 堕型堕 ュニュ墨五 2二fL璽笙ュ旦 生に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

4法 堕旦曖理_二会髪塑ニュョ笙二三 二に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

5法 堕里堕:=!=:≧
`整

」塩.2.■.遅:強:≧!型:塾
`生

に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2とする。

附 則

第 7条の 3の 2 平成 22年度から令和 15
生座までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年分の所得

税につき租税特別措置法第41条又は第
41条の 2の 2の規定の適用を受けた場
合 (居住年が平成 11年から平成 18年
まで又は平成 21年から令和 3年までの
各年である場合に限る。)において、前
条第 1項の規定の適用を受けないときは、

法附則第 5条の4の 2第 5項 (同条第 7

項の規定により読み替えて適用される場

合を含む。)に規定するところにより控
除すべき額を、当該納税義務者の第 32
条及び第 32条の4の規定を適用した場
合の所得割の額から控除する。

2 【略】
(法附則第 15条第 2項第 1号等の条例
で定める割合)

第 10条の2 【略】
2 法附則第 15条第 2項第 5号に規定す
る条例で定める割合は42の.3とする。
3 法堕則嵯ュ亜菫整饉璽彊壁狂上量こに規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2とする。

4法 堕則嵯ユ亜髪錯饉≧型:壁:狂上量二に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2とする。

5法 堕型第二.亜ヨ|ヨ1整:=i曼 :壁:艶.上登生に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2とする。



改正後 改正前

6法 堕里堕:≧!==:=:整笙.2.■.聾:堕:=!」塾二に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2とする。

7法 堕旦墜理_ュ全墾塑_fL菫笙2二生に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は4分の3と する。

8法 堕旦堕:=!:二:菫:登笙_2.■.E:強i塾:憂ヨ!ュに規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は4分の3と する。

9法 堕旦堕:=!=[≧
`登

笙_2_■_塑:強:塾:≧:塾
`2に
規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

10 法附則第 15条第 26項第 3号イに
規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

11 法附則第 15条第 26項第 3号口に
規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1とする。

12法 堕旦!堕:=!=:≧
`登`狙

.2_■二夏堡塾:≧:塾
`2に規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

13 法附則笙 15条笙旦ュニに規定する
条例で定める割合は 3分の 1と する。

14 法附則第 15条笙 39項に規定する
条例で定める割合は 3分の2と する。

15法 堕旦堕 上ユ条姿墾L■五に規定する
条例で定める割合は 3分の 1とする。

1.6整」堕土里嵯 __1_11△金自L生」1」璽1三
=提
定立五

条例で定める割合は4分の3と する。

上二・■旦  【略 項の繰下げ】
(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告)

第 10条の3 【略】
2～ 8 【略】
9 法附則第 15条の 9第 9項の熱担失防
止改修等住宅又は同条第 10項の熱損失

6法 堕型崖彊_ユ墨笙と二重笙上量三に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2とする。

7法 畦型乞上ュ生乞と二重笙2量生に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は4分の 3とする。

8 法五型乞上二塁乞と二重乞2i三に規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は4分の 3とする。

9 法附則第 15条第 27項第 2号ハに規
定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2と する。

10 法堕旦」笙上ュ墾笙.2ヱ塑鶴謳量塾■に
規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

11 法堕旦」笙 1塁 塁笙 2ヱ璽笙旦量二に
規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

12 法附則第 15条第 27項第 3号ハに
規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の1と する。

13法 堕旦堕 上壁鶴壺旦重 に規定する
条例で定める割合は 3分の 1と する。

14 法Ш旦堕 上 ユ墨笙∠三二重に規定する
条例で定める割合は 3分の 2とする。

15 法附貝」隻L15条第 46項に規定する
条例で定める割合は 3分の 1と する。

【加える】

1_針 上■ 【略】
(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告)

第 10条の3 【略】
2～ 8 【略】
9 法附則第15条の9第 9項の熱損失防
止改.修住宅又は同条第 10項の熱担失防



改正後 改正前

防止改修等専有部分について、これらの

規定の適用を受けようとする者は、同条

第 9項に規定する塾損え堕止改修ェ事笠
が完了した日から3月 以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則

第 7条第 9項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。

(1)～ (3)【略】

四 熱損失防止改修工事等が完了した年
月日

(5)熱損大堕止改修工事等に要した費用

及び令附則第 12条第 31項に規定す
る補助金等

(6)熱損失防止改修工事等が完了した日
から3月 を経過した後に申告書を提出

する場合には、3月 以内に提出するこ

とができなかつた理由

10 【略】
11 法附則第 15条の 9の 2第 4項に規
定する特定熱損大堕止改修等住宅又は同

条第 5項に規定する壁定塾担失防止改1墜
等住室皇宣赴盆について、これらの規定

の適用を受けようとする者は、法附則第

15条の 9第 9項に規定する熱損失防止
改修ェ事等が完了した日から3月 以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第 7条第 11項各号に掲げる書
類を添付して市長に提出しなければなら

ない。

(1)～ (3)【 略】

四 熱損失防止改修ェ事等が完了した年
月日

(5)熱損失防止改墜ェ事等に要した費用

及び令附則第 12条第 31項に規定す
る補助金等

(6)熱損失防止改修工事等が完了した日
から3月 を経過 した後に申告書を提出

する場合には、 3月 以内に提出するこ

上菫整皇直壺全について、これらの規定

の適用を受けようとする者は、同条第 9

項に規定する熱損失防止重修工事が完了

した日から3月 以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第 7条

第 9項各号に掲げる書類を添付して市長
に提出しなければならない。

(1)～ (3)【略】

に)熱損失.防止改修工事が完了した年月
日

{5)熱損失防止重修工事に要した費用及
び令附則第 12条第 31項に規定する
補助金等

(6)熱損失堕止改修工事が完了した日か

ら3月 を経過した後に申告書を提出す

る場合には、3月 以内に提出すること

ができなかつた理由

10 【略】
11 法附則第 15条の 9の 2第 4項に規
定する特定熱損失防止改修住宅又は同条

第 5項に規定する特定熱損失防止改修住

宅専直部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、法附則第 15
条の 9第 9項に規定する熱損失防止重修
工事が完了した日から3月 以内に、次に

掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第 7条第 11項各号に掲げる書類を
添付して市長に提出しなければならない。

{1)～(3)【略】

四 熱損失.防止改修工事が完了した年月
日

(5)熱損人堕止改修ェ事に要した費用及
び令附則第 12条第 31項に規定する
補助金等

(6)熱損失堕止重修工事が完了した日か

ら3月 を経過した後に申告書を提出す

る場合には、3月 以内に提出すること



改正後 改正前

とができなかつた理由

12・ 13  【略】
(宅地等に対 して課する令和 3年度から

令和 5年度までの各年度分の固定資産税
の特例 )

第 12条 宅地等に係る令和 3年度から令
和 5年度までの各年度分の固定資産税の

額は、当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税額が、当該宅地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標準額に、当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格 (当該宅地等が当該年度分の固

定資産税について法第 349条 の 3の 2
の規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該価格に同条に定める率を乗 じて

得た額。以下この条において同じ。)に
100分 の 5(商業地笠に係る令和 4年
度分の固定資産税にあつては、 100分

を乗 じて得た額を加算した額

(令和 3年度分の固定資産税にあつては、

前年度分の固定資産税の課税標準額)(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第 349条 の 3又は附則第 15条
から第 15条の 3までの規定の適用を受
ける宅地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を
当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額 (以下 「宅地等調整

固定資産税額」という。)を超える場合
には、当該宅地等調整固定資産税額とす

る。

2～ 5 【略】
(上場株式等に係る配当所得等に係る市

民税の課税の特例)

第16条の3 【略】
2並 重⊆≧幽 ≧ラ三L2二型 幽 Ш董置盤

の 2.5)

ができなかつた理由

12013 【略】
(宅地等に対して課する令和 3年度から

令和 5年度までの各年度分の固定資産税
の特例 )

第 12条 宅地等に係る令和 3年度から令
和 5年度までの各年度分の固定資産税の

額は、当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税額が、当該宅地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標準額に、当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格 (当該宅地等が当該年度分の固

定資産税について法第 349条 の 3の 2
の規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該価格に同条に定める率を乗 じて

得た額。以下この条において同じ。)に
100分 の 5を乗 じて得た額を加算した
額 (令和 3年度分の固定資産税にあつて

は、前年度分の固定資産税の課税標準額 )

(当 該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第 349条 の 3又は附則第
15条から第 15条の 3までの規定の適
用を受ける宅地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗 じて得た

額)を 当該宅地等に係る当該年度分の固
定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額 (以下 「宅地

等調整固定資産税額」という。)を超え
る場合には、当該宅地等調整固定資産税

額とする。

2～ 5 【略】
(上場株式等に係る配当所得等に係る市

民税の課税の特例)

第16条の3 【略】
211旦⊆≧理 と_2LL_型塑童型量置盤



改正後 改正前

」壁墾壁L隻.2二l壺菫菫 :重」壁二」壁躯 ゴこ

等の配当等 (以下この項において「特定

卜場株 式 等 の 配 当等 |ル うヽ^ ):こ′係 るし

聖当I互隻笙」整2ヨ堕塾ュ_重」墨題塑壁國邑髪盪

⊆塑饉堕墨整:童Zi艶壁塗2囲盪重盤1■墨塗エ
蟹菫二L盪堕亜錘皇⊆型塁当竺盤」区五亘l当重董■
ιこ き 条 筑 巧 の 畑 壼 の 滴 用 を呼 けヤ′
つ 1

場合に限り適用する。

3 【略】
(優良住宅地の造成等のために土地等を

譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民

税の課税の特例)

第 17条の2 【略】
2 【略】
3 第 1項 (前項において準用する場合を
含む。)の場合において、所得割の納税
義務者が、その有する土地等につき、租

8条の 4第 2項に規定する特定上場株式
生 の 配 当笙

`Dl下
の巧 にお い て 「蜂 壼

卜塀 株 式 笙 の 配 当笙 うヽ^):こ′係る|ル し

配当亜狙墾壺磁製盤21生二立重墨些匿壼里型
の納塾墨務者が当該特定上盪株式等の配
当 生 の す 払 か呼 け ふベ き 年 の 翠 年 の 4 月

■_旦の塑:国菫豊生塵ヨ型コi菫並L2墜玉生
定上場株式等の配当等生堡る配当所得に

っ き前項 の 却 字の滴用を受けよ うとす る

旨の記載 のあ る第| 30条第 4項に規定す
る壺菫菫配当笠皇宣豊生提出した塑量生 Q笙

1二重昼1■る壼盪全産盤≦ュ」L_L阻」2適」里:立l登
ものとし、市民税の所得割の納税義務者

力】_菫:i`i[:_El:11:L:菫 ::L`二
`:::::::」

[」L`:'.1:ゞ :」き:」1」i:』」::=」ヒ:盟 :1を1:

]」こ

`豊

」Z2」雪ELttLl奎1二」X=う」璽LttLEIl`呈1三≦2主主KLEl

盗i」ヨヨ̈]=」ヨロlZIL【」ヽ′菫ヨ_2を.1ヨヨLユ堕【』il二堡ユ_EL…2≧」螢LgELi星

』
=≦

Z2」重LE□:豊L二重Ll」L重二」盪二全L_壁 if亥2色座[1lL墨
]ヨヨ星室』奎illllEL生 11二』菫」L:≧」量」±」l∠Lごli」豊」LLL⊆L生

』
=二

』ュ」盪」墜壺Sこ笙l≦E≧亘己」当」豊:上ELl壬 l」ζLttl」当]ヨELttLl【 L
ついて、前項の規 、適用 しない。

ω 笙二Lf≧蟹 ヨ̈4艶 生L豊2量三2適
用.至ある場合

② 笙 Lユ笠 4L]壁Ll旦三二量上五五二宣
書及び同項笙2号に旦」る申告書がい
ずれ幸、提出された におけるこれら

の申告書に記載壺.れた事項その他の事
'直生壼襲墓ユL≦二.」巨曼亘≦2規定盪適星」し上
いことが適当であると市長が認めると

き。

3 【略】
(優良住宅地の造成等のために土地等を

譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民

税の課税の特例)

第 17条の2 【略】
2 【略】
3 第 1項 (前項において準用する場合を
含む。)の場合において、所得割の納税
義務者が、その有する土地等につき、租



改正後 改正前

税特別措置法第 33条から第 33条の 4
まで、第 34条から第 35条の 3まで、
第 36条の 2、 第 36条の 5、 第 37条、
第 37条の 4か ら第 37条の 6まで又昼

は、当該土地等の譲渡は、第 1項に規定

する優良住宅地等のための譲渡又は前項

に規定する確定優良住宅地等予定地のた

めの譲渡に該当しないものとみなす。

(特例適用利子等及び特例適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例 )

第20条の2 【略】
20 3  【略】

■ 並鰹 _2.坦1定_ヒ壁:型:直皿 当笠L
係る所負鰹 :上物 塑 幽蔓麟
34条の3第 1項に規定する確定申告書
l:::L::li:::::::`!`::!::::」

!::と」」::Ll::::」 ::≧:1:::::::1_:奎 :L:::::_L」 |::1!L__1:`__:::|_::」 :::

`::'._i:::il」

:!::と i:i!:li:|:11:」 !:::l.」 :!i:2__`:::L::::_:::!:|_.!:::LI!::!L.111:._1、 _」!:1:1:」 |:lili:ilil.1::lil_`と

第 37条の 8の規定の適用を受けるとき

税特別措置法第 33条から第 33条の4
まで、第 34条から第 35条の 3まで、
第 36条の 2、 第 36条の 5、 第 37条、
第 37条の4か ら第 37条の 6まで二笙

用を受けるときは、当該土地等の譲渡は、

第 1項に規定する優良住宅地等のための

譲渡又は前項に規定する確定優良住宅地

等予定地のための譲渡に該当しないもの

とみなす。

(特例適用利子等及び特例適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例 )

第20条の2 【略】
2 ・ 3  【略】

■ 宜1盤 ヒ⊆≧麹 ム_」∞ 星里当笠L
係 る所得 が牛 じた年の翌年の 4月 1日 の

属」:」肇1型菫22望≧堕」型聾塑理L当豊聾量望蓋
(市民税の納税通知書が送達される時ま

二重1三」星曇1壺ヱ1丞望」El墨1」」う̈生L豊豊堕些LLttLL

塾[三二Lヱ2三E:1聾LL主二⊆I堕≧ユ_■菫鯉壼菫菫

≦2」里定⊆2曇堕■≧重1上よLユ上二:」ζ
=豊`2f=壺

こ
があるとき (特例適用配当等申告書にそ

の記載がないことについてやむを得ない

理由があると市長が認めるときを含む。)

|::Lll!:t_12__ヽ
___i:」 :L:][1::::::1:::_2___:」:::_!li::_1=`1」 _ヽ__1'i:::_:L_1:::1_1::::」

`::L!」::`ζ:¨[ll」 1:i:言 :i」]:L:【」】」ヨ::¨:≧ [̈::|:」|:::」

`:Ll:]:」

【OL!」:|:」言ili言言i22】:
いずれも提出された場合におけるこれら

⊆整生豊笙里菫壺L上豊菫壼 2型堕⊆整豊

壺翡豊⊥生≦:全_旦菫墜生ヱ≧麹奎≧LШ∠上
いことが適当であると市長が認めるとき

生三L塑墾上⊆生二

ω tt■髪望≧2菫上二α堕聾塾壺豊
告書

② 笙 L坐2旦五 1旦二施
=望
確定

申告書 (同項蛾 奥 に型 並量塑

る申告書が提出されたものとみなされ

」登_盪塗量:1:1笠」生∠L型墨ぬ:生」菫:壁l曇匿載笙」塁
至_Lと

37条の 8又は第 37条の 9の規定の適
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改正後 改正前

5 【略】
(条約適用利子等及び条約適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例)

第 20条の3 【略】
2・ 3  【略】
4 前項後段の規定は、条約適用配当等に
係る所得が生じた年分の所得税に係る第

3_4金の旦五 」=三國童里定立L聖堕立壺生 豊

に前項後段の規定の適用を受けようとす

る旨の記載があるときに限り、適用する。

5 【略】
6 租税条約等実施特例法第 3条の 2の 2
第 1項の規定の適用がある場合 (第 3項

後段の規定の適用がある場合を除く。 )

における第 32条の 7の規定の適用につ
いては、同条第 1項中「又は同条第 6項」

とあるのは「若 しくは附則第 20条の 3
第 3項前段に規定する条約適用配当等

(以下 「条約適用配当等」という。)に

51 【略】

(条約適用利子等及び条約適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例)

第20条の3 【略】
2・ 3  【略】
4 前項後段の規定は、条約適用配当等に
係る所得が生じた年の翌年の4月 1日 の

昼三主二重型空.盆⊆望日皇適』型画当螢量量望豊

_玉]壺L塁」i遅と」」塑L通」壺:書L2き迷壼菫塾全望とL登菫LttL

I£1豊星曇』豊11丞liク」L豊盪1」:う_生L宣豊重上LILL

墜王
=二
夏塾聾塁墜≦」亘」≧ュニと」二重ユ垂蜜蟹涯生

≦2』塁定ヱ2曇菫I塾と重11..よ=ユ上二
=ζ=豊`2[翌

」載

2螢」墨L∠L上豊二豊餐i麹饉曖理雌艶笠壺塁運塾豊登
の記載がないことについてやむを得ない

理塵」`奎うと童』菫盪壁坐∠型菫圭≧■ビニユ

ニ堕ム」塑菫五LL畳 _」狂1■二塁
げる申告書及び第2号に掲げる申告書が

し
:L::1::::!:L:L≧ _lti::_1±」:_:::1旦::4:」 i::.」 ,,::〔全ll:::::li:11:1:_:【 :二 :::L_:!:l`_1::≧ _

2.曳豊豊l二証載奎れた奎璽量の地2奎1豊
空i遡l塵:塾:ど!L.」iヨ:1重後壁二!』1堕:奎!ヨi型■堕生
いことが適当であると市長が認めるとき

は、この限りでない。

ω 第 34条の 2第 1 項 の規 申に よる申
告書

呻 ユ坐 ⊆≧.旦■ 1‐施
=立
墜 定

申告書 (同項の規定により前号に掲げ

る申告書が提出されたものとみなされ

る場合生主ける当該確定申告書に限

登=_L
5 【略】
6 租税条約等実施特例法第 3条の 2の 2
第 1項の規定の適用がある場合 (第 3項

後段の規定の適用がある場合を除く。)

における第 32条の 7の規定の適用につ
いては、同条第 1項中「又は同条第 6項」

とあるのは「若しくは附則第 20条の3
第 3項前段に規定する条約適用配当等

(以下「条約適用配当等」という。)に



改正後 改正前

係る所得が生じた年分の所得税L係る同
条第 4項に規定する確庭雙壁窪肇≡聖2菫
の規定の適用を受けようとする旨及び当

該条約適用配当等に係る所得の明細に関

する事項の記載がある場合であつて、当

該条約適用配当等に係る所得の金額の計

算の基礎となつた条約適用配当等の額に

ついて租税条約等の実施に伴 う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律 (昭和 44年法律第 46号。以
下 「租税条約等実施特例法」という。 )

第 3条の 2の 2第 1項の規定及び法第 2

章第 1節第 5款の規定により配当割額を

課されたとき、又は第 30条第 6項」と、
同条第 3項中「法第 37条の 4」 とある
のは「租税条約等実施特例法第 3条の 2

の 2第 9項の規定により読み替えて適用

される法第 37条の 4」 とする。

【削る】

係る所得が生じた年の翌年の4月 1日 の

属す登生度盆2同条第 4項に規定する生
約適用配当等申告書にこの項の規定の適

用を受けようとする旨及び当該条約適用

配当等に係る所得の明細に関する事項の

記載がある場合≦条約適里配当等申告豊

1■こ=れ222重菫塾墾生」堕と二上1【
=2ヒ
主I⊆主主LLE

を得ない理由があると市長が認めるとき

を含む。)であつて、当該条約適用配当
等に係る所得の金額の計算の基礎 となつ

た条約適用配当等の額について租税条約

等の実施に伴 う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律 (昭和44
年法律第 46号。以下「租税条約等実施
特例法」という。)第 3条の 2の 2第 1

項の規定及び法第 2章第 1節第 5款の規

定により配当割額を課されたとき、又は

第 30条第 6項」と、同条第 3項中「法
第 37条の 4」 とあるのは「租税条約等
実施特例法第 3条の 2の 2第 9項の規定

により読み替えて適用される法第 37条
の 4」 とする。

(新型 コロナ ウイル ス感染症等に係 る住

宅生△全笠特別税額控除の特例)

笙2二企 画i輩:壁:些:≧」i壁[江:邊:整:童ユ:堕1墜]ヒ:≧
`2囲塾饉ュ墾理塁ュ垣笙上型盤塾

特例塗笙⊆条第4項の規定の適用を受け

」L」盪L全二圭11」Lζ
=堕
』型」曇Lヱヨ艶ELE型22」謹Lユ¨

項の規定の適用については、同項中「令

和 15年 庁 lル あ るのは、 「令和 16年
度」とする。

2 所得割の納税義務者が前年分の所得税
につ き新型 コロナ ウイルス感染症特例法

筆 6 条 の 2 筆 lI百 響1申の 1商 用 か呼 けヤの

場合 !こ整1左全L則.笙ヱ盗≦狂型塑塑狂上璽
の規定の適用については、同項中「令和

15年度」とあるのは「令和 17年度」
≧_」l金■二重■_上あ」型塞LI全■L生生上
とする。
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(長岡京市税条例等の一部を改正する条例の一部改正)

第 3条 長岡京市税条例等の一部を改正する条例 (令和 3年長岡京市条例第 17号)の一

部を次のように改正する。

第 1条のうち、長岡京市税条例第 34条の 3の 3第 1項の改正規定中「控除対象扶養

親族を除く」を「年齢 16歳未満の者」を「扶養親族 (」 の次に「年齢 16歳未満の者

又は」を加え、「有しない者を除く」を 「有する者」に改める。

附則第 2条第 3項中「新条例及び第 2条の規定による改正後の長岡京市税条例の一部

を改正する条例附則 (以下「改正後の改正条例附則」という。)の規定中個人の市民税

に関する部分」を「新条例第 22条第 2項及び第 34条の 3の 3第 1項並びに第 2条の

規定による改正後の長岡京市税条例の一部を改正する条例附則 (以下 「改正後の改正条

例附則」という。)第 5条第 1項の規定」に改める。

附 則

(施行期 日)

第 1条  この条例は、令和 4年 4月 1日 から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。

(1)第 1条中長岡京市税条例第 34条の 3の 2の見出し及び第 1項、第 34条の 3の 3

の見出し及び第 1項の改正、第 2条中長岡京市税条例の一部を改正する条例附則第 7

条の 3の 2第 1項及び第 17条の 2第 3項の改正並びに同条例附則第 25条を削る改

正並びに附則第 2条第 1項及び第 2項の規定 令和 5年 1月 1日

(2)第 1条中長岡京市税条例第 30条第 4項及び第 6項、第 32条の 7第 1項及び第 2

項、第 34条の 2第 1項ただし書及び第 2項の改正並びに第 2条中長岡京市税条例の

一部を改正する条例附則第 16条の 3第 2項、第 20条の 2第 4項並びに第 20条の 3

第 4項及び第 6項の改正並びに附則第 2条第 3項の規定 令和 6年 1月 1日

(市民税に関する経過措置)

第 2条 第 1条の規定による改正後の長岡京市税条例 (以下 「新条例」という。)第 34

条の 3の 2第 1項の規定は、附則第 1条第 2号に掲げる規定の施行の日 (以下この項及

び次項において 「1号施行 日」という。)以後に支払を受けるべき同項に規定する給与

について提出する同項及び同条第 2項に規定する申告書について適用し、 1号施行 日前

に支払を受けるべき第 1条の規定による改正前の長岡京市税条例 (次項において「旧条

例」という。)第 34条の 3の 2第 1項に規定する給与について提出した同項及び同条

第 2項に規定する申告書については、なお従前の例による。

2 新条例第 34条の 3の 3第 1項の規定は、1号施行 日以後に支払を受けるべき所得税
法 (昭和 40年法律第 33号)第 203条 の 6第 1項に規定する公的年金等 (同法第
203条 の 7の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」と
い う。)について提出する第 34条の 3の 3第 1項に規定する申告書について適用 し、



1号施行 日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第 34条の 3の 3

第 1項に規定する申告書については、なお従前の例による。

3 附則第 1条第 2号に掲げる規定による改正後の長岡京市税条例の規定中個人の市民税
に関する部分は、令和 6年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和 5年度

分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

(固定資産税に関する経過措置)

第 3条 別段の定めがあるものを除き、新条例及び改正後の改正条例附則の規定中固定資
産税に関する部分は、令和 4年度以後の年度分の固定資産税について適用 し、令和 3年

度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

2 令和 2年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 までの間に取得された地方税法等の一部を
改正する法律 (令和 4年法律第 1号)第 1条の規定による改正前の地方税法附則第 15
条第 2項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例

による。


